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新しい「学びの指標」（案）について 

～生徒の内心や価値感の評価では 

自己肯定感は育ちません！ 

導入は撤回を～ 
長野県教育委員会は 7 月 9 日に「新しい『学びの指標』（案）」（以下「指標」）を提案しました。その

理念の中で「相対的な評価の中で…自己肯定感を喪失したり、苦しんだりする生徒がいた」と分析して

います。一方「指標」では、今までの「相対的な学びの評価」を残したまま、新たに生徒の内面や価値

観を評価し生徒の「変容」「成長」を見るとしていますが、以下のような大きな問題を持っています。 
長野高教組は「指標」の学校への導入を撤回するように 7 月 31 日に申入れを行いました。各分会でも

「指標」の持つ問題点を批判、分析し撤回の声を上げていきましょう。 

 

「指標」は➀「考え方」（理念）と②「具体的な『評価』」（『評価』項目と内容）からなっています。

理念では「他との相対性を排し」、高点数・順位・評定が目的化していることに対して批判的な見解を示

していますが、具体的な評価方法は理念に逆行した内容で矛盾があります。 
「評価」項目は、全県共通項目と学校独自項目からなっており、学校独自項目は各校の「3 つの方針」

に基づいて策定することが求められています。「評価」結果をレーダーチャートやクラス内の状況をグラ

フ化するなどの活用方法が示されていますが、個人や集団を数値化し、生徒の「伸び」に関わって「原

因や改善に向けた指導について検討・研究」するとしています。今後、「各教科・科目等の学習評価に導

入」することも検討するとしています。また、全県共通項目は、県全体の「学びの充実度」、「進路指導、

実現の充実度」、「教育施策成果目標の達成状況」を検証するために用いるとしています。 
この評価方法では、理念と評価方法の矛盾やズレを生徒と教職員が抱え込むことになります。生徒の

「自己肯定感の喪失や苦しみを取り除く」ことができないばかりか、心理的に生徒を追い込む危険性が

あります。 

 

「指標」策定にあたり「育成を目指す資質・能力の三つの柱」（中央教育審議会、2016 年 12 月）等を

つけたい力の基本として設定しています。「三つの柱」は「知識・技能」、「思考力・判断力・表現力等」、

「学びに向かう力・人間性等」です。これらを学校教育法で「学力の三要素」と法定したことは学力観

を狭めるものであり首肯できません。人間の生き方、内心、価値観にかかわる「人間性」や態度を数値

化して評価することは教育になじまないものです。「指標」項目の内容は生徒の心の内面に踏み込んでチ

問題点２  生徒の内面を評価することに危険性があります。 

問題点１  理念と評価方法に乖離があります。 



ェックするもので、態度、思考、価値観を画一的なものに誘導し、生徒を「教化」することが危惧され

ます。各校の「3 つの方針」に基づき評価項目と内容を定めることになりますが、生徒は肯定的評価の方

向（価値観）に誘導され、方針に沿うように圧迫感をあたえられることになる危険性があります。本来、

目指すべき教育の目標とは異なった硬直化し、画一的な価値観を、生徒が評価のために選択せざるを得

ない学校教育が展開することがあってはなりません。 
県教委は、評価質問は例示であり各校で独自の質問を作成可能だとしていますが、一方で、「質問例は

科学的な理論に基づいた」もので、全県共通項目の例示を「分かり易くかみ砕いたものにしたい」と言

っているように、例示としながらも既定事実化していると言えます。「人間性等」にかかわる「自己肯定

感」の評価項目として、「自分を一人の人間として価値があると思うか」が示されていますが、生徒にこ

の質問をし、経年で評価結果を比較し自己肯定感の「変容」を目指すことに、「指標」が持つ非教育的視

点があると言えます。 

 

現在各校では、「匿名性を担保した授業アンケート」（2014 年）、ASSESS（2015 年）、「e-Portfolio」
（2018 年）、「高校生のための学びの基礎診断」（2019 年）の取り組みがなされて来ています。これらの

アンケートや評価では「基礎学力の習得状況」、「学習意欲等」の評価がなされています。 
各校では「指標」を策定し、各学年（1 年生は 4 月と年度末）で年度末に実施し、データの提出の指導

をすることは学校現場の多忙化に更に拍車をかけることになります。「評価」方法として「個人の学力の

伸びがわかる『項目反応理論』を用いたテストや課題を活用」なども示されています。すでに実施され

ているアンケートや診断ツールなどに屋上屋を重ねることになり、「指標」の導入をするべきではありま

せん。 
県教委は、現在実施されている授業アンケートや診断ツールに関する各校の意見に基づき総括や有効

性の検証を実施すべきであり、学校現場への過重負担を軽減するために、内容が重複する評価作業は廃

止か削減をすべきです。 
新型コロナウイルス感染症対応により、学校の年間予定は様々な対応を迫られています。行事の精選や

授業日の確保など窮屈なスケジュールや現場の実態を無視した施策であり、「指標」を断じて認めること

はできません。 

 

 「指標」は 2020 年 7 月初めて公表されました。県教委は 12 月に成案を確定するとしていますが、各

校で周知がはじまり、成案確定や対話集会を待たずに一部の学校長から、「評価」項目の策定が職員会議

で提案されました。これは「指標」の既成事実化にほかならず、無責任な姿勢と言わざるを得ません。 
現在、５から６校のモデル校の募集が行われ、「指標」を試行後、その結果を現場へフィードバックす

ると言っていますが、成案も対話集会もない中での見切り発車で結論先にありきと言えます。 
県教委は対話集会で生徒、保護者、教育界、産業界等との話し合いや大学等との懇談を持って「指標」

を策定すると言っていますが、コロナ感染症拡大の中で現実的なのか疑問です。 
「指標」の導入は学校現場に大きな混乱を与え生徒の成長を歪めることとなるのは明白です。 

問題点４  「指標」策定スケジュールは拙速で混乱を引き起こします。 

問題点３  「指標」は学校現場の多忙化に拍車をかけます。 



新しい「学びの指標」（案）の問題点 

 

（１）理念と評価方法の乖離 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）内面を評価することの危険性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「学びの指標」の「評価」内容（質

問）例は、「育成を目指す資質・能

力の三つの柱」に基づき「社会貢献

への能動性」や「自己肯定感」を養

成するという内容になっています。質

問の例示では、「自分を一人の人間

として価値があると思うか」などの質

問が挙げられています。 

内心に関わる「人間性」や態度を

数値化して学力として評価すること

は、教育にはなじみません。 

県教委は、新しい「学びの指標」

（案）の中で、「相対的な評価の中で

…自己肯定感を喪失したり、苦しん

だりする生徒がいた」としています。し

かし「指標」は「他との相対性を排す

る」としながら、レーダーチャートにより

個人を数値的に評価し、それをクラ

スや学校などの集団のデータとして検

証に用いることを提案しています。こ

れは相対評価です。理念と評価方

法に乖離が見られます。 



（３）「指標」実施が現場にもたらす多忙化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）拙速な「指標」策定スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在学校では、「匿名性を担保した

授業アンケート」「高校生のための学

びの基礎診断」「e-portfolio」等、す

でに生徒を理解するための様々な取り

組みがなされていますが、現在まで検

証がなされずに来ていることは問題で

す。さらに加えて「学びの指標」を導入

することは、屋上屋を架すことに他なり

ません。学校現場の多忙化にさらに拍

車をかけることにもなります。 

「指標」（案）は 2020 年 7 月に初めて

公表されました。12 月に成案を確定す

るとしながら、その前から各校で評価項

目等の策定作業を求めています。これ

は「指標」の既成事実化に他なりませ

ん。 

策定に向け、生徒、保護者、教育

界、産業界等との話し合いや大学との

懇談を行うとしていますが、コロナ禍にお

いて対話集会を実施できるかどうか甚

だ疑問です。また、アリバイ的に一部の

意見を聞いたとして県の施策を強力に

おしすすめることにつながりかねません。 


